
はじめに

1. 1　研究の背景
　ベトナムの社会・経済を発展させるために，
ベトナム政府は 10 ヵ年社会・経済開発戦略（以
下 10 ヵ年戦略）と，当該戦略 の 期間 を 前期・
後期 2 期間 に 分 け る 5 ヵ年社会・経済開発計
画（以下 5 ヵ年計画）を 公布 し た．10 ヵ年戦
略が作成されるようになったのは 1986 年のド
イモイ路線の導入以降であり，2011─2020 年の
10 ヵ年戦略は 3 代目のものである．一方，5 ヵ
年計画は 1986 年のドイモイ以前から作成され
続けており，2011─2015 年の計画は第 9 次計画
である1）．その社会・経済開発戦略・計画を実
施していると共に，誘致投資政策や輸出振興政
策など他の政策も採用した結果，ベトナム経済
は高い成長を達成し，世界に注目された．
　ベトナムは 1990 年代前半に入ってから，経
済成長が加速し 9% 台の高い成長を達成した．
しかし，97 年のアジア金融危機の影響により，
成長は鈍化し，99 年には 4.8% まで低下した．
2000 年以降成長は回復し，7% 前後の高い成長
を達成している．特に 2005 年から 2007 年まで

の実質 GDP 成長率は 3 年連続で 8% を超える
高成長を記録している．これは，東・東南アジ
ア地域では中国に次ぐ高い伸びとなっている．
しかし，2008 年のリーマンショクの影響で，
ベトナムの GDP 成長率は改めて落ち込み，そ
の後伸び悩んでいる（図 1）．
　一人当たり GDP は 1990 年の僅か 98 ドルか
ら 2013 年の 1908 ドルまでに増加し，成長率は
6% 台を維持している．2008 年に一人当たり
GDP は 1145 ドルになり，ベトナムは世界銀行
が定義する「低所得国」から「中所得国」に入っ
た．
　表 1 は産業別名目生産額構成比を示したもの
である2）．元々は農業国であったので，経済構
造の中では，農林水産業のシェアが高いと考え
られる．工業化，近代化が進むと，工業のシェ
アが段々高くなって，農林水産業のシェアを上
回ると予測される．
　表 1 からわかるように，第 1 次産業，第 2 次
産業，第 3 次産業，これらの産業の生産は次第
に拡大してきた．第 1 次産業は 15 倍，第 2 次
産業は 37 倍，第 3 次産業は 23 倍に増加した．
1990 年 の 生産額 は 1 兆 3198 億 ド ン で あった
が，2012 年は生産額は 324 兆 5419 億ドンに達
した．
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1）10 ヵ年戦略，5 ヵ年計画 と も 所管 は 計画投

資省（MPI）であり，MPI はこれらの計画作成に
関わる諸機関の調整及び最終案作成の第一義的役
割を有している．MPI がとりまとめた計画案は政
府及び共産党内部の公式協議を経て決定される．

　　　　　　　　　
2）第 1 次産業 に は 農業，林業，水産業，第 2

次産業には鉱業，製造業，電力・ガス，水道，建設，
第 3 次産業にはサービス業がある．
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　GDP に占めるシェアをみると，第 1 次産業
の比率は年々低下してきており，1990 年には
38.7% であったが，2000 年には 24.5% に，2006
年には 18.7%，2012 年には 19.7% にまで低下し
ている．ベトナムでは工業化・近代化の政策
が行われたと共に，第 2 次産業，第 3 次産業
の比率は増加している．第 2 次産業は 1990 年
の 22.7% から 38.6% に増加した．第 3 次産業は

1995 年の 44.1% のピークに達した後，低下し，
2012 年の 41.7% に留まった．
　対外開放政策により，ベトナムの貿易も拡大
している．1990 年に輸出額は 24 億ドルであっ
たが，2000 年に 144 億ドルに増加し，2012 年
には 1145 億ドルに達した．輸出成長率は毎年
2 桁である．『ドイモイにおけるベトナムの輸
出入 20 年（1986─2005）』によると，ベトナム

（356）

図 1　GDP 成長率と一人当たり GDP の推移

　出所：ベトナム統計総局の 2000 年，2010 年，2014 年統計年鑑により作成

　出所：ADB アジア開発銀行の Key Indicator により作成

表 1　産業別名目生産額構成比
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の輸出品目は，食料品及び動物，原油を主体と
した鉱物性燃料，原材料の占める割合が大き
かった．ただ，近年では化学製品，繊維，木製
品，自動車部品など機械類・輸送機械類の占め
る割合も徐々に大きくなってきており，外資企
業の受け入れによって，輸出構造の高度化・多
様化が徐々に進んでいる．
　2012 年を金額ベースで見ると，①縫製品（144
億ドル），②電話各種及び部品（127 億ドル），
③原油（82 億ドル），④電子部品及びコンピュー
ター（78.5 億ドル），⑤履物（72.6 億ドル），④
水産物（60 億ドル）の順となっている3）．
　輸出は拡大しているが，輸入も増加してい
る．輸入の成長率は輸出の成長率に比べると
低いが，金額は輸出の金額を上回っており，
ベトナムの貿易収支は赤字を計上している．
これは，外資企業の進出が増加すると，工場
設備を中心とした資本財の輸入が大幅な伸び
を続けるからであると考えられる．近年外国
企業によるベトナムの工業団地への進出が著

しい．これらの外国企業は部品を外国から輸
入し，組み立てや加工を行う，輸出企業が大
半を占めている．そのため，輸入品目におい
ても原料や部品類が目立つ．
　2012 年の輸入金額ベースで見ると，①テレ
ビ・コンピューター・電子部品（132 億ドル），
②石油製品（89 億ドル），③織物（71 億ドル），
④鉄鋼（60 億ドル），⑤プラスチック原料（47
億ドル）などが上位に並ぶ4）．
　ベトナムは貧困国から発展途上国になり，中
国や米国との関係は大きく改善されただけでな
く，ベトナムを取り巻く国際環境は大きく好
転した．1995 年に ASEAN，1998 年に APEC，
2007 年には WTO に加盟した．国際関係が改
善へ向かうと同時に，ベトナムへの投資機運が
一気に高まった．1993 年から 1996 年頃，ベト
ナムのイメージは〈未知の国〉から〈魅惑の
国〉に塗り替えられ，外国企業が数多く進出す
るようになり，第 1 次投資ブームが起こった．
ベトナムの外資導入実行金額は，1991 年の 4.2

（357）

　出所：ADB アジア開発銀行の Key Indicators により作成

　　　　　　　　　
3）『 2012 年商品貿易』（2014）pp. 12, 13 参照．

　　　　　　　　　
4）『 2012 年商品貿易』（2014）p. 14 参照．

図 2　輸出入の推移
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億ドルから 1997 年には 32.8 億ドル5）へと大幅
に増加した．しかし，1997 年─1998 年のアジア
通貨危機によってベトナムへの投資に大きくブ
レーキがかかった．ベトナム政府は，この時期
を利用して公務員の再教育や法整備そして投資
システムの改善などを行った．また，外国企業
による工業団地も完成し，ワンストップサービ
スが受けられるようになった．その結果，2000
年以降次第に投資も回復し，現在は第 2 次ベト
ナムブームと言われる程になった．外資導入実
行額でみると，2005 年は前年比 16% 増の 33.1
億ドル6），2006 年は同 19.6% 増の 39.6 億ドル7），
2007 年は 1 月～ 11 月で 48.9 億ドルとなり，す
でに 2006 年を大幅に上回る規模に達している．
2008 年に外資投入実行額は 115 億ドル8）のピー
クに達したが，その後は，リーマンショックの
影響で横ばい状態である．
　外資セクターの GDP 成長率は国の GDP 成
長率より高く，現在他の経済セクターより目覚
しい発展を遂げている．外資セクターは鉱物な
どの比重を減少させると同時に，加工・製造工
業製品の比重を増加させることによって，輸出
品目構造をも変えてきた．外資セクターは工業
の安定的な高成長に大きく寄与していると考え
られる9）．
　ベトナム経済が発展すると共に，産業構造も
大きく変わりつつある．経済発展という視点か
ら，まず，産業の組み合わせという見方があ
る．発展途上国にも先進国にも工業は存在する
が，繊維産業は発展段階の国に，また自動車・
コンピューター産業は先進国に多く存在するよ
うに，経済発展の水準が産業構造の特徴と密接
に結びついている．次に，産業の構成は発展段
階や国によって異なり，発展途上国は繊維（特

に衣服）産業など，労働をより多く用いる労働
集約型産業のウェイトが大きく，また先進国は
機械製品など資本設備や高度な技術者をより多
く用いる資本・知識集約型産業のウェイトが大
きい．最後に，財・サービスの「購入→生産→
販売」という連鎖的なつながり，すなわち産業
連関がある．経済が発展するにつれて中間財（産
業の生産に用いられる部品や原材料）の取引が
盛んになってくるが，これは経済発展が進むに
つれて，より複雑な製品を製造するようになる
ためであり，また，経済発展が進むにつれて今
まで輸入していた部品を国内で調達できるよう
になるためでもある．産業構造の観察にあたっ
ては，産業連関表が有用である．産業の組み合
わせ，産業の構成は，他の統計でも捉えること
ができるが，連関構造を示す産業間の中間財取
引に関する統計は産業連関表によってのみ包括
的に得ることができる10）．
　これからベトナムの現在の高い成長率をどの
ようにして維持させるかという課題に対して，
ベトナム経済構造を分析・評価することは大変
重要なことである．経済構造の分析結果により，
政策作成担当者はベトナム経済構造の変化を把
握でき，今後最も適切な政策を作成できるよう
になる．ベトナム経済構造を分析する専門家は
多いが，産業連関表を活用して分析する専門家
がまだ少ない．また，多くの先行研究は 2000
年以前に注目している．本稿では，ベトナムの
産業連関表（1996 年，2000 年，2007 年）を 実
質化し，1996 年から 2007 年までのベトナム経
済構造の変化を踏まえたうえで，この時期のベ
トナムの経済成長要因を明らかにする．

1. 2　先行研究
　ベトナム産業構造変化に関する先行研究は，
Pham, Q. N. et al. （2007），Akita and Chu （2008），
Bui, T. et al. （2012）などがある．

（358）

　　　　　　　　　
5）『 2012 年統計年鑑』（2013）p. 173 参照．
6）『 2012 年統計年鑑』（2013）p. 173 参照．
7）『 2012 年統計年鑑』（2013）p. 173 参照．
8）『 2012 年統計年鑑』（2013）p. 173 参照．
9）『 2006 ─2011 年 の 外資企業』（2014）pp. 9─

13 参照．
　　　　　　　　　

10）秋山（1999）pp. 191─193 参照．
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　Pham, Q. N. et al. （2007）では，1976 年から
2000 年にかけてベトナム経済的成果と構造変
化を分析するために，1989 年，1996 年，2000
年のベトナムの産業連関表（1994 年価格）を
利用 し，52 部門 に 統合，国内最終需要，国際
貿易構造および技術変化を分析した．結果とし
て は，投資及 び 国際貿易増加（輸出）は 1980
年代前半までの経済発展の主な要因であった．
しかし，1986 年から 2000 年まででは，国内消
費及び輸出が主な成長要因となっていた．さら
に，ベトナム経済の構造変化に対して，政府計
画も大きな役割を果たしたと明記された．
　Akita and Chu （2008）で は，1996 年，2000
年 の ベ ト ナ ム 実質産業連関表（1996 年価格）
を利用し，50 部門に統合，1996 年から 2000 年
までの，ベトナムの経済構造変化及び成長要因
を分析した．ただし，彼らは 50 部門で分析を
行ったが，結果は 15 部門11）で示した．結果と
しては，①生産構造は農業から非農業活動へと
転換していること，②第 2 次産業部門は大幅に
上昇し，工業化プロセスの中でこの成長を維持
すると，より高い経済成長を引き起こすこと，
③輸出が主な成長要因となったことである．
　さ ら に，彼 ら は イ ン ド ネ シ ア の 産業連関
表（1990─1995 年）とマレーシアの産業連関表

（1987─1991 年）を利用し，ベトナムの構造と
比較・分析もした．マレーシアの成長パターン
は輸出拡大が主な原因の点でベトナムと類似し
ていた．ただし，マレーシアでは重工業は軽工
業より重要な役割を担っている．また，インド
ネシアは著しく異なる成長パターンで第 3 次産
業部門が主な成長要因であった．
　Bui, T. et al. （2012）は 2000 年，2007 年のベ
トナム産業連関表を利用し，22 部門に統合，産

出構造，投入構造，中間・最終需要構造を分析
した．また後方連関効果及び前方連関効果も考
慮した．結果としては，産出面からみると，農
林水産業のシェアは 2000 年の 13.35% から 2007
年の 8.27% に減少した．これはマレーシアの
1991 年の構造と類似している．鉱物，食料品，
繊維製品，革製品のシェアが減少したのに対し
て，他の製造業のシェアが増加した．投入面
からみると，中間財投入は 0.55 から 0.62 に増
加した（単位：1,000 ドン）．中間需要の割合は
2007 年の 68% は 2000 年の 69% より減少した．
しかし，最終需要の割合は 2000 年の 31% から
2007 年の 32% へと増加した．後方連関効果と
前方連関効果の面からみると，2007 年では 1 を
超える農林水産業，食料品，木及び紙製品，非
金属製品，機械・設備及び部品以外，他の産業
は 1 より低いと述べている．
　しかしながら上記からわかるように，ベトナ
ム産業連関実質表を利用し，要因分析したのは
2007 年の Pham, Q. N. et al.（1976 年から 2000
年 ま で）と 2008 年 の Akita and Chu （1996 年
から 2000 年まで）だけであった．2000 年以降
についての研究は筆者の知る限り，まだない．
Bui,T. et al. （2012）は 2000 年，2007 年名目 の
表を利用し，後方連関と前方連関を分析したが，
経済成長要因などは分析していない．そこで本
稿では 1996─2000─2007 年産業連関表を 51 部門
に統合，生産物価指数と GDP デフレーターを
使い，実質化した．これに基づいて，まず，ベ
トナム経済構造の変化を明らかにする．また，
要因分析手法によって 1996 から 2007 年にかけ
てのベトナム経済成長要因を分析していく．
　本稿の仮説としては，以下のことを明らかに
したい．まずは，ベトナムの経済構造は農林水
産業より，製造業やサービス業が経済成長に大
きく貢献していることである．ベトナムの政府
が輸出関税，輸出手数料，行政手続きの免除な
ど輸出促進措置を実施していると共に，輸出加
工区，工業ゾーンなども開発されている．また，
ベトナムに外国投資進出が増加している傾向が

（359）

　　　　　　　　　
11）15 部門は第 1 次産業部門には農業と鉱業，

第 2 次産業部門には食料・飲料・タバコ，繊維製品，
木製品，紙・印刷・出版，化学製品，非金属製品，
金属製品，機械・装置，そ の 他 の 製造業，第 3 次
産業部門には電力・ガス・水道，建設，商業，サー
ビス業がある．
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ある．そこで，2000 年までの最大の経済成長
要因であった輸出は 2007 年までもまだ最大の
要因で，ベトナムの経済成長パターンは輸出主
導型であるという第 2 仮説を立てる．最後にベ
トナムの工業化の政策の下でベトナムのリー
ディング・インダストリーは石炭・原油・天然
ガス，なめし革・毛皮・同製品などから電気機
械，輸送機械，金属製品などへと転換したこと
である．
　続いて，2 節でベトナム産業連関表を紹介し，
データ整理や分析手法について説明する．3 節
では 1996 年，2000 年，2007 年のベトナム産業
連関表に産業連関分析手法を用いて，ベトナム
の産業構造の変化を考察する．その後に第 4 節
では 1996─2007 年の 11 年を 2 期（第 1 期：1996
─2000 年，第 2 期：2000─2007 年）に分けて，要
因分析手法によってベトナム経済の成長要因の
分析を試みてみる．第 5 節では，本稿から得ら
れたことと今後の課題についてまとめていく．

2．データ

2. 1　ベトナムの産業連関表の紹介
　1957 年 か ら ベ ト ナ ム は 物的生産方式 と い
う 社会主義国 の 社会会計方式（国民経済計算
体系 で あ る MPS 方式〈System of Material 
Products Balances〉）を導入した．それ以前に

産業連関表を作成していた旧ソ連，ドイツ民
主共和国，ハンガリーなどの経験に基づいて，
1980 年にベトナムは MPS 方式によって最初の
産業連関表（24 部門）を試作した．この 1980
年の産業連関表の特徴は，24 産業の全てが物
的生産産業であり，商業，輸送業などの非物的
サービス業が含まれていなかったことである．
そ の 後，国民経済勘定 の SNA 方式（System 
of National Accounts）の導入に伴い，ベトナ
ムでも産業連関表が整備されるようになった．
統計総局（General Statistic Office）は 1989 年

（54 部門），1996 年 （97 部門），2000 年（112
部門），2007 年（138 部門）の 4 時点 の 全国産
業連関表（基本表）を作成した．表 2 はベトナ
ムの産業連関表をまとめたものである．
　地域レベルでの産業連関表に関しては，1998
年にアジア開発銀行（ADB）の支援を受け，
統計総局は「紅河デルタ地域」を対象に，ベト
ナム初の地域内産業連関表を作成した（「1996 
年紅河 デ ル タ 地域内産業連関表：11 部門」）．
2000 年には統計総局の技術支援の下，ホーチ
ミン市統計局・ホーチミン市経済研究所の共同
作業により「ホーチミン都市圏地域内産業連関
表（1996 年：45 部門）」が作成された．

表 2　ベトナム産業関連の概要

　出所：筆者作成
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2. 2　データの作成
　本稿では，全国レベルの経済構造変化を扱う
ので，1996 年，2000 年，2007 年の産業連関表
を利用，整理し，経済構造変化を分析する．まず，
前項で述べたように 1996 年，2000 年，2007 年
の産業連関表の部門数が違うので，産業構造の
変化を比較可能にするために，筆者は部門統合
を行い，51 部門に統合した．部門分類は表 3
の通りである．
　これまでベトナムが作成した産業連関表は全
て時価評価のものである．ただし，異なる時点
の金額表を同時に利用する場合には注意が必要
となる．この場合，投入係数の経年変化，技術
構造の変化だけではなく価格変化も含んでい

る．このため，産業連関表を用いた時系列分析
では，相対価格の変化による影響を取り除い
た実質価格表示の産業連関表を用いることが望
ましい．本稿では，ベトナムの生産者物価指数

（2005 年価格基準）を使い，ベトナムの産業連
関表を実質化した．ただし，サービス業は生産
者物価指数がないため，その代りに GDP デフ
レーターを使用することにした12）．実質化表を

　　　　　　　　　
12）ここで，GDP デフレーターは，製造業とサー

ビス業を含む経済全体に対するものである．しか
し，一般的にはサービスに対するデフレーターは，
製造業製品に対するデフレーターに比して上昇す
る．この点を考慮することは今後の課題である．

　出所：筆者作成

表 3　部門分類表
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利用し，更に産業連関分析手法を応用し，分析
していきたい． 

3．分析手法

3. 1　‌�部門構成比，生産誘発額，生産誘発係数，
生産誘発依存度

　部門別構成比とは各年度の産業連関表で，産
業連関第 i 部門の生産額が総生産に占める割合
のことである．

　　‌�第 i 部門の構成比（%）＝第 i 部門の生産
額／総生産額× 100%

　
　各産業の生産は，究極的には最終需要を満た
すために行われており，いいかえれば，最終需
要が域内生産を誘発しているといえる．最終
需要項目別生産誘発額は，どの最終需要が各産
業の生産をどれだけ誘発したかをみるものであ
り，逆行列係数に最終需要額を乗じて求める．
各産業の最終需要項目別生産誘発額の合計は，
各々の生産額に一致している．
　最終需要項目別 に 各産業 ご と の 生産誘発額
を，それぞれ対応する最終需要項目の合計額（列
和）で除したものであり，ある最終需要項目の
合計が 1 単位増加したときにどの産業の生産を
どれだけ誘発するかを表わす．
 
　　‌�生産誘発係数＝ある最終需要項目の産業ご

との生産誘発額／対応する最終需要項目の
合計額

　各産業ごとの最終需要項目別生産誘発額の構
成比であり，各産業の生産が直接・間接的に，
どの最終需要に依存しているかを表わす．
 
　　‌�生産誘発依存度＝ある産業の最終需要項目

ごとの生産誘発額／ある産業の最終需要項
目別生産誘発額の合計

3. 2　DPG 分析手法
　一国経済の成長は産業構造の変化を伴う．生
産，雇用などの産業シェアは変化し，リーディ
ング・インダストリーは交代する．経済の成長
はしばしば GNP に対する各需要の寄与程度か
ら輸出主導型，内需主導型，あるいは投資主導
型，消費主導型などと呼ばれるのであるが，こ
うした成長パターンはリーディング・インダス
トリーの成長要因に注目して考えることもでき
る13）．
　長期的な産業構造変化を含む成長パターン
の 要因分析 す る た め，DPG 分析（Deviation 
from Proportional Growth：比例的成長からの
乖離）が有用である．DPG とは産業の生産シェ
アの変化を指標で表し，シェアの変化が生じた
現実の状態とその変化が生じる比例的に成長し
たとしたらという仮想的な状態との差を数値化
したものである．基準期を 1 で，比較時を 2 で
示し，この期間に産業全体で α 倍の成長であっ
たとする．この時，1 期の状態が比例的に成長
する経済を考え，1 期と同じ投入係数，輸入係
数で，国内需要，輸出とも α 倍増加したとすれ
ば，生産シェアは全く同じで，産業全体の成長
率が α となる．この仮想的な比例的状態と現実
の生産シェアとの差を DPG と定義する14）．
　DPG 値は当該産業の成長速度が速いほど，
また当初の産業規模が大きいほど大きくなるの
で，DPG 値が大きい産業ほど産業構造の変化
を積極的に引き起こしたリーディング・インダ
ストリーということになる．
　本稿 で は DPG を 産業連関分析 の フ レーム
ワークに適用し，乖離成長を国内最終需要（消
費＋投資），輸出の成長速度，輸入依存度の変化，
及び投入係数の変化で説明する．また，ベトナ
ムは非競争輸入型産業連関表の作成を行わない
ので，本稿では競争輸入型レオンチェフモデル
で要因分解を行った．

　　　　　　　　　
13）陳・藤川（1992）p. 31 参照．
14）長谷部（1994）p. 42 参照．
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δ x ＝ x2 － α x1

δ d ＝ d2 － α d1

δ e ＝ e2 － α e1

ただし，x は総産出ベクトル，d は国内最終需
要ベクトル（消費＋投資），e は輸出ベクトル，
α は第 1 期から第 2 期への経済全体の比例成長
率である．
　すなわち，これらの式は，第 1 期から第 2
期にかけてすべての部門の総産出，最終需要，
輸出が一定の比率 α で拡大したと仮定し，それ
らと第 2 期の実際の値との差を DPG として捉
えている．従って，比例成長率 α より急速に増
加した産業の δ x はプラスの値を，逆に比例成
長率 α よりも低い率で増加した産業の δx はマ
イナスの値をとるようになる15）．
　競争輸入型レオンチェフモデルで示した需給
バランス式は，

　　‌�δ x ＝ B2 （I－ 2） δ d　＋B2 δ e
　　　　 ＋B2 （I － 2） （A2－A1） δ x1

　　　　 ＋B2 （ 1－ 2）α （A1 x1 + d1）� ⑴　

　　δ x ＝ B1 （I － 1） δ d　＋ B1 δ e
　　　　 ＋B1 （I － 1） （A2－A1） x2

　　　　 ＋B1 （ 1－ 2） （A2 x2 + d2）� ⑵　

ただし，

B2 ＝ [I － （I － 2） A2]  -1

B1 ＝ [I － （I － 1） A1]  -1

1, 2 は第 1 期と第 2 期のそれぞれ輸入係数
（輸入／（中間需要＋国内最終需要））の対角行列

　⑴ の式は B2 を用いて比例的成長の乖離を第

2 期の投入構造で説明しているが，⑵ の式は
B1 を用いて比例的成長の乖離を第 1 期の投入
構造で説明している．ここでは ⑴ と ⑵ の平
均値を用いて分析した．� 　
　右辺の第 1 項は国内最終需要の乖離（δd）が
もたらす効果，第 2 項は輸出の乖離（δe）がも
たらす効果，第 3 項は投入係数の変化（A2 －
A1）による効果，第 4 項は輸入係数の変化（
1 － 2）による効果である．
　右辺 の 第 1 項 の 国内最終需要 は 民間消費支
出，一般政府消費支出，投資（初めの 3 項）に
区分することと，輸出が乖離し，成長したこと
による要因（第 4 項），投入係数が変化したこ
とによる要因（第 5 項），輸入係数が変化した
ことによる要因（第 6 項）に分解する． 

4．分析結果

4. 1　生産額及び構成比
　ベトナム経済の成長要因を分析する前に，一
般的な経済構造変化，すなわち生産額，部門構
成，輸出入構成，生産誘発等の分析から始める
ことにする．
　表 4 にベトナムの産業別生産額及び構成比の
推移を示す．
　まず，生産額について，1996 年から 2000 年
にかけては，ほとんどの部門の規模は大きく
なったが，全産業の総生産額は約 8 兆 26 億ド
ンから 12 兆 84 億ドンに達し，1.5 倍に増加し
た．しかし，平均成長率（1.89）より高く成長
した部門は，全体の三分の一しか占めていない．
上位 10 位以内に入る部門はなめし革・毛皮・
同製品，電気機械，ゴム製品，輸送機械，精密
機械，一般機械，ガラス及びガラス製品，石油・
石炭製品，金属製品，プラスチック製品である．
　1996 年に比べると，2007 年には総生産額は
25 兆 171 億ドンで，全産業の平均成長率は 1.89
から 5.43 へ，大きく伸びた．平均成長率を超
えた産業は 15 部門であるが，その中でも，10
倍の成長率を超えた部門は電気機械（46.02），
輸送機械（20.44）， 飼料（17.88）， 金属製品

　　　　　　　　　
15）本稿で使われているプラス・マイナスは平

均成長より高いまたは低いということで，成長の
マイナスという意味ではない．
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（14.04），プラスチック製品（10.52）が挙げら
れる．次にゴム製品，化学肥料・殺虫剤，と畜・
畜産食料品，なめし革・毛皮・同製品，一般機
械も急速に増加した．
　表 4 か ら，1990 年代以降工業部門 の 成長 が
ベトナムの経済成長の原動力となっていると分
かる．その内，電気機械，輸送機械，金属製品，
プラスチック製品，ゴム製品の成長はかなり目

立っている．サービス部門は経済を牽引するこ
とを期待されていたが，金融・保健，運輸，ホ
テル・レストラン以外の他部門の成長はまだ低
い．
　図 3 は部門構成比をグラフ化したものであ
る．1996 年におけるシェアが大きい 10 部門は
それぞれ，建設（11.2），その他の食料品（8.0），
米（7.4），卸売・小売り（7.1），その他のサー

表 4　産業別生産額及び構成比の推移

　出所：筆者作成
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ビ ス（7.0），石炭・原油・天然 ガ ス（4.8），不
動産及び関連サービス（3.6），畜産（3.6），運
輸（3.6），その他の作物（3.5）である．ベトナ
ムはまだ農業国ではあるが，建設のシェアが米
のシェアを超えているのが最も目立っている．
　2000 年に入り建設のシェアは若干減少した
が，1 位を維持した．それに対して，米は 6 位
になってしまった．米の代わりに，卸売・小売
が 2 位まで増加した．それに続くのは石炭・原
油・天然ガス，その他の食料品，その他のサー
ビス，米，その他の作物，不動産及び関連サー
ビス，なめし革・毛皮・同製品などである．
　2007 年においてシェアが一番大きいのは建
設（10.1）である．その次は卸売・小売（5.8）で，
以下電気機械（5.0），金属製品（4.9），そ の 他

のサービス（4.8），輸送機械（4.6），その他の
食料品（4.0），運輸（3.4），石炭・原油・天然
ガス（3.3），米（3.3）の順になっている．
　要するに 1996 年から 2007 年にかけて，建設
の成長率は，低いが全産業に最大の割合を占め
ている．2 番目にシェアが大きい卸売・小売の
成長はまだ遅い．逆に，電気機械，輸送機械，
金属製品などの成長がかなり目立っている．ベ
トナム経済に農業部門の寄与度は低く，その代
わりに，ベトナム経済のリード役は電気機械，
輸送機械の工業部門や卸売・小売，運輸のサー
ビス業部門に転じたことも明らかになった．

　出所：筆者作成
図 3　部門構成比
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4. 2　‌�生産誘発額，生産誘発係数及び生産誘発
依存度

　最終需要項目別生産誘発を表 5 に示す．
　ま ず，最終需要項目別生産誘発額 を み て み
よう．1996 年の生産誘発額 8 兆 262 億ドンは，
最終需要 6 兆 124 億ドンにより誘発されたと
考えられる．これを最終需要項目別にみると，
民間消費支出が全体の約三分の一を占める 3
兆 5015 億ドンと最も多くの生産を誘発してい
ることがわかる．次いで輸出が 2 兆 4283 億ド
ン，投資が 1 兆 6299 億ドンなどとなっている．
2000 年 の 1996 年 の 生産誘発額 12 兆 849 億 ド
ンは，最終需要 8 兆 8446 億ドンにより誘発さ
れたと考えられる．しかし，最終需要項目別に
みると，生産を 4 兆 7483 億ドン誘発する輸出
は，民間消費支出と肩を並べることが明らかに
なった．更に，2007 年には民間消費支出を超
えて，11 兆 3427 億ドンと最も多く生産を誘発
することになった．
　次に，1 単位の最終需要によって，国内生産
がどれだけ誘発されたかを示している生産誘発
係数を需要項目別にみてみる．一般政府消費支
出 が 1.223 か ら 1.337 へ と，輸出 が 0.554 か ら
0.912 へと大幅に上昇している．民間消費支出
も小幅であるが上昇しているのに対し，投資が
1.366 から 0.775 へと大幅に減少している．最
終需要全体としては，微減となっている（0.949
から 0.904 へ）．
　また，各産業の生産が，最終需要項目により
どれだけ誘発されたかの割合を示している生

産誘発依存度を見てみると，1996 年の 43.6%，
2000 年の 38.5% である民間消費支出が全体の
約三分の一を占めていることから，ベトナム経
済は国内需要に多くを依存していることがわか
る．ただ，2000 年から輸出による生産誘発依
存度が高まることから，ベトナム経済が内需依
存型から外需依存型に変化してきていることが
わかる．

4. 3　貿易構造の変化
　図 4 は輸出構成比の変化を示している．図 4
からわかるように，1996 年石炭・原油・天然
ガスは総輸出額に最大のシェアを占めていた
が，2000 年から急激に減少している（29.9% か
ら 11.9% へ）．次にその他の食料品である．第
3 位は衣服・その他の繊維既製品で，以下，卸
売・小売，運輸，その他の作物の順になってい
る．2007 年に輸送機械，金属製品，その他の
食料品，なめし革・毛皮・同製品，水産食料品
の台頭が目立っている．輸出構造は農業部門か
ら工業部門へと転換した．
　図 5 は輸入構成比の変化を示したものであ
る．従来の農業部門の割合が減少したのに対し，
輸送機械，金属製品，石油・石炭製品，電気機
械の工業部門の輸入が大きく割合を増やしてい
ることが注目される．

4. 4　DPG 分析結果
　本稿では， ⑴ と ⑵ の平均値を使って，2 期
間（1996─2000 年 と 2000─2007 年）に 分 け て，

表 5　最終需要項目別生産誘発

　出所：筆者作成
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DPG 分析を行った．ここで，乖離成長と現実
の増加との差が，最終需要（ここでは，民間消
費支出，一般政府消費支出，投資）が不比例に
成長したことによる要因（初めの 3 項）と，輸
出が変化したことによる要因（第 4 項），投入
係数が変化したことによる要因（第 5 項），輸
入比率が変化したことによる要因（第 6 項）の
要因に分解されることを表している．図 6，表
6 と表 7 は計算結果を示したものである．図と
表の中の数字がプラスなら期間中に当該産業の
シェアを拡大する要因，マイナスならシェアを
縮小する要因であったことを示す．
4. 4. 1　要因別 DPG 分析
　まず，1996─2000 年（第 1 期）（図 6）をみる
と，輸出，輸入係数変化，投入係数変化が主な

成長要因で，民間消費支出，一般政府消費支出，
投資がマイナス要因（マイナスの DPG）になっ
ている．
　2000─2007 年（第 2 期）を見ると，投入係数
の変化と輸出が主な成長要因で，民間消費支出，
投資，輸入係数，一般政府消費支出が主なマイ
ナス要因になっている．全体的に，第 2 期で第
1 期に比べて最も改善されているのは投入係数
の変化であり，0.18% から 19.34% に増加した．
輸出はまだプラス成長要因ではあるが，大幅に
縮小した．輸入係数は第 2 位のプラス要因から
マイナス要因に転じている．輸入係数が経済成
長の要因となった時期は終わり，むしろ所得が
増加し，また多様な産業が生産活動を開始した
ことにより，輸入需要が経済の平均成長率以上

　出所：筆者作成

図 4　輪出構成比の変化

（367）



84 横浜国際社会科学研究　第 20 巻第 4・5・6 号（2016 年 1 月）

　出所：筆者作成

　出所：筆者作成

図 5　輪入構成比の変化

図 6　要因別相対 DPG 推移
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に増加する傾向があったことを示している．民
間消費支出は伸び悩んでおり，そのまま最大マ
イナス要因になっている．一般政府消費支出は
第 1 期に比べて改善されているものの，やはり
マイナス要因となっている．
　次に，第 1 期をより詳しく見てみよう（表 6
参照）．この期間，ベトナムはアジア経済危機
に直面した 4 年間ではあったが，結果的には総
生産が約 1.51 倍に拡大している．
　まず，要因別に詳しく見てみよう．表 6 を見
てわかるように，圧倒的に目立つのは総寄与が
29.9% になった輸出のプラス効果である．この
効果は，石炭・原油・天然ガス，なめし革・毛
皮・同製品，一般機械，卸売・小売，金属製品，
水産食料品，情報・通信機器，電気機械などの
部門の拡大に貢献した．生産シェアの拡大に対
する輸入係数の役割は小さかった．もっともこ
の効果はその他の作物，金属製品，輸送機械，
なめし革・毛皮・同製品は部門の拡大に貢献し
たが，その他の製造工業製品，繊維工業製品，
非金属鉱物，一般機械，情報・通信機器，など
は部門を縮小させた．
　投入係数の変化の要因は，プラス要因ではあ
るが，わずかに小さい．プラスチック製品，不
動産及び関連サービスは，部門の拡大にプラス
の貢献をしたが，それに対して，部門の拡大に
マイナス貢献をしたのは運輸，米，製材・木製
品，電気・ガスなどが挙げられる．
　民間消費支出は最大のマイナス要因となった

（－22.0% の効果）．民間消費支出のマイナス効
果は米，不動産及び関連サービス，その他の食
料品，畜産の部門のシェア低下の主な要因に
なった．二番目のマイナス要因，一般政府消費
支出はその他のサービス部門の縮小に影響を及
ぼした．この期間の投資の効果もマイナス要因
になった（－5.2% 効果）．建設，卸売・小売な
どの部門に対して大きなマイナス効果を与えて
いる．
 　第 2 期はベトナムの高度成長期にあたり，
総生産額はこの 7 年間だけで，2 倍の規模に

なった．表 7 を見て分かるように，この期間は，
最大プラス要因に転じた投入係数の変化の効果
は，工業作物，その他の食料品，飼料，その他
のサービス，運輸などにもよい効果をもたらし
ている．輸出の変化は第 2 位の大きなプラス要
因（8.1% の効果）であるが，前期間と違って
石炭・原油・天然ガスは大きく低下し，マイナ
ス成長の要因となった．それに対して，輸送機
械は 8.4% で総生産額に大きな影響を及ぼした．
　輸入係数のマイナス効果は輸送機械，金属製
品，その他の食料品の部門のシェア低下が主要
因になった．また，この期間の民間消費支出は
改善されたが，卸売・小売，その他の食料品，
その他の作物，畜産，米などが最大のマイナス
要因となった．二番目のマイナス要因になった
投資は－9.6% の効果である．マイナス効果は
その他の食料品，と畜・畜産食料品，飼料，工
業作物などに影響を与えている．しかし，輸送
機械が大きく成長したことが注目される．輸入
代替が経済成長の要因となった時期は終わり，
むしろ所得が増加し，更に多様な産業が生産活
動を開始したことにより，輸入需要が経済の平
均成長率以上に増加する傾向にあったことを示
している．
4. 4. 2　産業別の DPG 分析
　図 7 は産業別相対 DPG 推移をグラフ化した
ものである．産業別に見てみると，第 1 期に最
もシェアを拡大したのは石炭・原油・天然ガス

（13.7%），次になめし革・毛皮・同製品（7.1%），
卸売・小売（5.8%），輸送機械（4.1%），金属製
品（4.0%），電気機械（2.4%）と なって い る．
以上の産業の生産拡大は輸出の成長によると
ころがきわめて大きい．米のシェア低下は民間
消費支出と投入係数が主な説明要因になってい
る．建設は投資へのマイナス効果が大きいのに
対して，運輸は投入係数へのマイナス効果であ
る．
　第 2 期に最もシェアを拡大したのは電気機械

（9.3%），金属製品（6.2%），輸送機械（6.4%），
飼料（3.7%）となっている．全体的には第 1 期
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表 6　相対 DPG 分解（1996―2000）

　出所：筆者作成
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表 7　相対 DPG 分解（2000―2007）

　出所：筆者作成
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と第 2 期ともにシェアが拡大したのは飼料，金
属製品，電気機械，輸送機械である．

5．まとめ及び今後の課題

5. 1　まとめ
　1996 年から 2007 年にかけてのベトナム経済
の構造変化を分析するために，筆者は最初にベ
トナムの 1996 年，2000 年，2007 年産業連関表
を利用し，実質化した．物価変動を除き，ベト
ナムの経済構造変化を正確にとらえた．実質化
表を使い，1996 年から 2007 年までのベトナム
経済構造の変化を踏まえ，この時期のベトナム
の経済成長要因を明らかにした．更に，大分類
の 51 部門で，ベトナムの産業を詳細に分析で
きた．本稿では先行研究ではまだ解明されてい

ない，2000 年以降のベトナム経済の成長要因
の分析を行った．
　以上の分析結果をまとめると，下記のように
なる．
　第一に，ベトナムの経済構造は農林水産業よ
り，製造業やサービス業が経済成長に大きく貢
献しているという仮説で，1996 年から 2007 年
にかけて，金属鉱物以外，すべての産業が増加
し，特に電気機械，輸送機械，金属製品，プラ
スチック製品などの工業部門は急速に発展して
いる．ベトナムの経済構造は農林水産業のシェ
アが減少しているのに対して，製造業やサービ
ス業のシェアが拡大していることが確認され
た．部門構成比に関しては，農業部門のシェア
が低下しているのに対して，サービス業部門，

　出所：筆者作成
図 7　産業別相対 DPG 推移
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工業部門の成長がかなり目立っていることがわ
かる．ここで仮説は正しいと言える．
　第二に，2000 年までの最大の経済成長要因
であった輸出は 2007 年までもまだ最大の要因
で，ベトナムの経済成長パターンは輸出主導型
であるという第 2 仮説に対して，DPG 要因分
析結果によると，1996 年から 2000 年にかけて，
輸出は最大の成長要因だと確認された．つまり，
2000 年までベトナムの成長パターンは輸出主
導型だったと考えられるが，2000 年から 2007
年まで，生産シェアを拡大させる輸出は低下し，
逆に投入係数の変化は 19.34% で，最大の成長
要因となっている．このことから，2000 年以
降の成長パターンは投入係数の変化と輸出が牽
引した形だと言える．ここでは，輸出主導であ
るという仮説は一部正しかったが，2000 年代
に入って投入係数の変化という新たなベトナム
の経済成長要因が現われたということが言える
だろう．
　経済発展と投入係数の変化の関係については
以下のような二つの側面があると考えられる．
まず，経済が発展するにつれて中間財の取引が
盛んになってくる．つまり，この場合は投入係
数が大きくなる．これは，経済発展の結果，複
雑な製品を製造することができるようになると
いうことである．もう一つは，経済発展がある
程度の水準に達した先進国では投入係数が小さ
くなるという傾向があることである．これは，
先進国は付加価値率の高い製品へ特化するよう
になるためである．アイデア，技術で競争する
ようになり，原材料・部品の投入よりも付加価
値である人件費の比率が高まるため，付加価値
率が高まり，投入係数が小さくなる16）．ベトナ
ムはまだ発展途上国であるため，投入係数のプ
ラス要因は前者の場合であると考えられる．
　第三に，ベトナムのリーディング・インダス
トリーは石炭・原油・天然ガス，なめし革・毛

皮・同製品 な ど か ら 電気機械，輸送機械，金
属製品などへと転換したという仮説に対して，
DPG 分析の結果によって，2000 年のリーディ
ング・インダストリーは石炭・原油・天然ガ
ス，なめし革・毛皮・同製品，卸売・小売であっ
たが，2007 年のリーディング・インダストリー
は電気機械，輸送機械，金属製品，その他の製
造工業製品，飼料，運輸などである．ここでは，
仮説は正しいと確認された．
　以上述べたように，ベトナム産業連関実質表
を利用し，要因分析したのは 2007 年の Pham, 
Q. N. et al.（1976 年から 2000 年まで）と 2008
年の Akita and Chu （1996 年から 2000 年まで）
だけであった．2000 年以降についての研究は
筆者の知る限り，まだない．Bui,T. et al. （2012）
は 2000 年，2007 年名目の表を利用し，後方連
関と前方連関を分析したが，経済成長要因など
は分析していない．本稿では 1996─2000─2007
年産業連関表 を 51 部門 に 統合，生産物価指数
と GDP デフレーターを使い，実質化し，ベト
ナム経済構造の変化及び成長要因を明らかにし
た．そこで，2000 年以降ベトナム経済の成長
要因は輸出と投入係数の変化であることを明ら
かにしたのは本稿の一つの貢献だと言える．

5. 2　今後の課題
　1996 年，2000 年，2007 年の実質化表を使い，
産業連関分析手法によって，ベトナム経済の構
造変化と成長要因を明らかにした．しかし，グ
ローバル化が進む中，ベトナム経済はどのよう
に変化するか，また，ベトナムは国際分業の中
で，どの地位をしめるのかという研究はまだな
い．
　2006─2010 年 5 ヵ年計画に「世界各地域と外
交関係を引き続き強化・発展させ，アジア地域
及び国際社会でのベトナムの地位を向上させる
こと」という総括目標が書かれている通り，ベ
トナムは積極的に国際貿易，国際分業に参加
している．2007 年 WTO に加盟することなど，
国際機関に参加することによって，ベトナム経

　　　　　　　　　
16）秋山（1999） p. 208 参照
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済構造も変わりつつある．今後ベトナムの国際
分業構造変化や東アジア地域との相互依存関係
について分析していきたい．
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